
令和７年度

富士見町下水道事業会計予算書



 （総　則）

令和7年度富士見町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）

業務の予定量は、次のとおりとする。

件

㎥

㎥

千円

管渠整備設計委託他

流域下水道建設費負担金

 （収益的収入及び支出）

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

 （資本的収入及び支出）

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　入

第1款

議案第２８号  

年 間 総 排 水 量

一 日 平 均 排 水 量

令 和 7 年 度 富 士 見 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額715,458千円は、当年度分消費税及び地方

並びに過年度分損益勘定留保資金312,000千円で補てんするものとする。）

第1条

第1款

第1款

(4)

(3)

(2)

(1)

第2条

第4条

(ア)公共下水道建設費

千円

主 要 な 建 設 改 良 事 業

接 続 件 数

(イ)流域下水道事業費

46,129

第1款

資 本 的 収 入

676,005

596,952

営 業 費 用

千円

第2項

第3項

営 業 外 費 用 千円

千円

消費税資本的収支調整額12,486千円、減債積立金327,972千円、建設改良積立金63,000千円

千円負 担 金

723,558

2,000

8,100

資 本 的 支 出

支　　　　　　出

千円

第1項 企 業 債 6,100 千円

支　　　　　　出

収　　　　　　入

営 業 収 益

営 業 外 収 益

第1項

第2項

第1項

千円

1,272,957

853,246

第3条

下 水 道 事 業 収 益

下 水 道 事 業 費 用

千円

千円

5,098

2,488,000

6,816

137,368

899,375

137,368 千円第1項

第2項 企 業 債 償 還 金 486,190 千円

千円他 会 計 借 入 金 償 還 金

建 設 改 良 費

第3項 100,000
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 （債務負担行為）

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

 （企業債）

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）

 （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

千円

 （他会計からの補助金）

 （たな卸資産の購入限度額）

たな卸資産の購入限度額は、5,000千円とする。

令和７年２月２７日　提出  

第6条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

第7条

第5条

限　度　額

令和7年度～令和13年度

起債の目的 限度額

期　　　間

令和7年度～令和8年度

償還の方法

借入先の融資条件によ
る。ただし企業財政その
他の都合により繰上償
還又は低利に借り換え
ることができる。

起債の方法

証書借入による。
起債の時期は当該年度とす
る。ただし、その全部または一
部を翌年度以後に繰り越して
起債することができる。

利　率

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

第8条の流用禁止項目を除き、営業費用と営業外費用との間の流用及び建設改良費と企業

富 士 見 町 長 名 取 重 治

500,000千円である。

減価償却費及び支払利息に充当のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

第10条

第9条

それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職 員 給 与 費

第8条

債償還金との間の流用並びに各目の間の流用を認めるものとする。

(1) 38,870

5.0％
以内

下水道管渠用地等賃借料

事　　　項

水洗便所等改造資金斡旋事業
（損失補償）令和7年度分

流域下水道負担金 6,100千円

299千円

損失補償すべき額
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1. 令 和 7 年 度

2. 令 和 7 年 度

3. 令 和 7 年 度

4.

5.

6. 令 和 6 年 度

7. 令 和 6 年 度

8. 令 和 7 年 度 富 士 見 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

富 士 見 町 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

富 士 見 町 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

予　算　に　関　す　る　説　明　書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

富 士 見 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

富士見町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

富 士 見 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 内 訳 書

給 与 費 明 細 書
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１．収益的収入及び支出

収　　入 （単位：千円）

備 考

1 下水道事業収益 1,272,957

1 営 業 収 益 596,952

1 下 水 道 使 用 料 596,742 下水道事業使用料

3 その他の営業収益 210 下水道確認手数料他

2 営 業 外 収 益 676,005

1
受 取 利 息 及 び
配 当 金

400 預金利息他

2 他 会 計 補 助 金 500,000 下水道事業補助金

3 長 期 前 受 金 戻 入 175,604 長期前受金戻入

5 雑 収 益 1 雑収益

支　　出 （単位：千円）

備 考

1 下水道事業費用 899,375

1 営 業 費 用 853,246

1 管 渠 費 42,192 管渠維持管理費

2 処 理 場 費 138,518 処理場維持管理費

3
流 域 下 水 道
維 持 管 理 費

137,280 流域下水道維持管理負担金

5 総 係 費 51,514 事業全般に関する経費

6 減 価 償 却 費 468,692 固定資産減価償却費

7 資 産 減 耗 費 15,000 固定資産除却費

8 そ の 他 営 業 費 用 50 雑支出

2 営 業 外 費 用 46,129

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

30,029 企業債利息他

2 報 奨 金 100 受益者負担金納期前納付報奨金

3 雑 支 出 16,000 消費税他雑支出

令和7年度富士見町下水道事業会計予算実施計画

款 項 目

款 項 目

予定額

予定額
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２．資本的収入及び支出

収　　入 （単位：千円）

備 考

1 資 本 的 収 入 8,100

1 企 業 債 6,100

1 企 業 債 6,100 下水道事業債

3 負 担 金 2,000

1 受 益 者 負 担 金 2,000 受益者負担金

支　　出 （単位：千円）

備 考

1 資 本 的 支 出 723,558

1 建 設 改 良 費 137,368

1 流域下水道負担金 8,047 流域下水道建設負担金

2 公共下水道建設費 125,485 公共下水道建設費

3 農業集落排水建設費 3,836 農業集落排水建設費

2 企業債償還金 486,190

1 企 業 債 償 還 金 486,190 企業債元金償還金

3
他会計借入金
償 還 金

100,000

1 他会計借入金償還金 100,000 他会計借入金元金償還金

款 項 目 予定額

予定額款 項 目
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収　　　入

（款）1．下水道事業収益　（項）1．営業収益 （単位：千円）

金　　額

農業集落排水下水道使用料 27,514

公共下水道下水道使用料 569,228

1 手 数 料 200 確認手数料他

3 雑 収 益 10 雑収益

596,952 578,511 18,441

（款）1．下水道事業収益　（項）2．営業外収益 （単位：千円）

金　　額

1
受取利息及び
配 当 金

400 80 320 1 預 金 利 息 400 預金利息他

農業集落排水事業負担金
（減価償却費充当分）

65,189

公共下水道事業負担金
（減価償却費充当分）

405,019

農業集落排水事業負担金
（利子充当分）

1,819

公共下水道事業負担金
（利子充当分）

27,973

農業集落排水事業
長期前受金戻入

33,980

公共下水道事業
長期前受金戻入

141,624

5 雑 収 益 1 1 0 1 そ の 他 雑 収 益 1 督促手数料他

△ 補 助 金 0 13,000 △ 13,000 （廃止科目）

676,005 702,000 △ 25,995

210

510,000

下水道使用料1

3

△ 10,000

目 本年度

500,000

578,301596,742

2

175,604長期前受金戻入1△ 3,315178,919175,604長期前受金戻入3

596,742

令和7年度富士見町下水道事業会計予算実施計画内訳書

区　　分

1．収益的収入及び支出

目 説 明比較前年度本年度

節

下 水 道 使 用 料118,441

210 0

他会計補助金

前年度 比較

計

500,000他 会 計 補 助 金1

そ の 他 の
営 業 収 益

計

説 明

節

区　　分
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支　　　出

（款）1．下水道事業費用　（項）1．営業費用 （単位：千円）

金　　額

13 備 消 品 費 50 保守用消耗品等

17 通 信 運 搬 費 1,260 下水道監視システム通信費

農業集落排水ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ
維持管理委託料

1,540

公共下水道ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ
維持管理委託料

11,847

下水道台帳整備委託
不明水調査委託料他

3,355

22 手 数 料 460 特定事業所水質検査手数料

GISシステム賃借料他 1,325

管渠用地賃借料 100

農業集落排水管渠等修繕費 2,000

公共下水道管渠等修繕費 10,376

農業集落排水管渠動力費 1,010

公共下水道管渠動力費 8,700

31 材 料 費 100 修繕用資材費等

38 保 険 料 69 管渠等保険料

13 備 消 品 費 50 保守用消耗品等

14 燃 料 費 40 施設管理用燃料費

15 光 熱 水 費 280 施設電灯料

農業集落排水処理場関係
維持管理委託料他

6,664

農業集落排水汚泥運搬委託 4,119

公共下水道処理場関係
維持管理委託料他

78,553

公共下水道汚泥運搬委託他 17,041

財産処分業務 2,970

事業計画変更業務委託 9,647

汚泥処理手数料他 1,120

河川水水質検査手数料 286

節

目 比較

16,742

区　　分

20

1 管 渠 費 △ 1142,203

本年度

42,192

前年度

2 処 理 場 費 138,518 180,027 △ 41,509

委 託 料

20 委 託 料

22 手 数 料

23

説 明

12,376修 繕 費25

9,710動 力 費29

1,425賃 借 料

118,994

1,406
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金　　額

農業集落排水処理施設修繕 1,500

公共下水道処理施設修繕 2,000

29 動 力 費 7,500 処理場運転動力費

36 負 担 金 6,325 汚泥処理負担金

38 保 険 料 423 処理施設保険料

3
流 域 下 水 道
維 持 管 理 費

137,280 130,350 6,930 36 負 担 金 137,280 流域下水道維持管理負担金

1 給 料 19,953 職員給料5名分

2 手 当 等 9,906 職員手当等

3
賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,849 賞与引当金繰入額

5 報 酬 81 上下水道審議会委員報酬

6 法 定 福 利 費 5,544 職員共済費

7
法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

537 法定福利費引当金繰入額

8 旅 費 9 委員・職員出張旅費

12 被 服 費 50 被服費

13 備 消 品 費 400 消耗品費

14 燃 料 費 200 自動車用燃料費

16 印 刷 製 本 費 132 予決算書等印刷代他

17 通 信 運 搬 費 1,750 通信費

情報センタ委託料 2,567

財務会計システム導入費用 1,023

金融機関手数料他 674

自動車車検手数料 82

情報センタ使用料 529

有料道路通行料他 150

25 修 繕 費 200 自動車修理費他

33 研 修 費 50 下水道事業団他研修費

目 本年度 前年度

5 総 係 費 51,514 48,120 3,394

25 修 繕 費

比較 説 明

区　　分

節

3,500

3,590

756

679

20 委 託 料

22 手 数 料

23 賃 借 料
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金　　額

退職手当組合負担金 3,392

日本下水道協会等負担金他 288

38 保 険 料 66 自動車保険料

40 公 課 費 21 自動車重量税等

排水設備資金利子交付金 40

私設汚水ポンプ補助金 1,000

42
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

21 貸倒引当金繰入額

農業集落排水減価償却費 65,190

公共下水道減価償却費 381,792

2
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

21,710 公共下水道減価償却費

7 資 産 減 耗 費 15,000 15,000 0 1 固定資産除却費 15,000

8 その他営業費用 50 50 0 2 雑 支 出 50 雑支出

853,246 894,275 △ 41,029

（款）1．下水道事業費用　（項）2．営業外費用 （単位：千円）

金　　額

農業集落排水事業企業債利息 1,892

公共下水道事業企業債利息 28,041

2
他 会 計 借 入 金
利 息

96 他会計借入金利息

2 報 奨 金 100 100 0 1 報 奨 金 100 受益者負担金納期前納付報奨金

雑支出 1,000

消費税 15,000

46,129 57,193 △ 11,064

16,000

支払利息及び
企業債取扱諸費

1

3 雑 支 出 16,000 15,250 750 1 そ の 他 雑 支 出

目 本年度 前年度

29,933企 業 債 利 息

固定資産除却費

説 明

区　　分

節

説 明

3,680

比較

節

区　　分

446,982
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

1

比較

△ 9,833478,525

1,040補 助 交 付 金41

36 負 担 金

減 価 償 却 費6

計

目

計

本年度

1

△ 11,814

前年度

41,84330,029

468,692
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収　　　入

（款）1．資本的収入　（項）1．企業債 （単位：千円）

金　　額

1 企 業 債 6,100 9,900 △ 3,800 1 企 業 債 6,100 下水道事業債

6,100 9,900 △ 3,800

（款）1．資本的収入　（項）3．負担金 （単位：千円）

金　　額

1 受益者負担金 2,000 2,883 △ 883 1 受 益 者 負 担 金 2,000 受益者負担金

2,000 2,883 △ 883

比較

２．資本的収入及び支出

目 本年度

目 本年度 前年度 比較

節

前年度

区　　分

節

説 明

説 明

区　　分

計

計
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支　　　出

（款）1．資本的支出　（項）1．建設改良費 （単位：千円）

金　　額

1
流 域 下 水 道
負 担 金

8,047 17,636 △ 9,589 36
流 域 下 水 道
負 担 金

8,047 流域下水道建設負担金

20 委 託 料 121,316 設計業務委託

24 工 事 請 負 費 4,169 工事請負費

3
農業集落排水
建 設 費

3,836 4,500 △ 664 24 工 事 請 負 費 3,836 工事請負費

137,368 72,163 65,205

（款）1．資本的支出　（項）2．企業債償還金 （単位：千円）

金　　額

農業集落排水企業債
元金償還

50,217

公共下水道企業債
元金償還

435,973

486,190 518,618 △ 32,428

（款）1．資本的支出　（項）3．他会計借入金償還金 （単位：千円）

金　　額

農業集落排水他会計
借入金元金償還

51,007

公共下水道他会計
借入金元金償還

48,993

100,000 100,000 0

区　　分

比較

計

目

節

目 本年度 前年度

計

説 明

節

説 明

区　　分

比較

他 会 計 借 入 金
償 還 金

1

前年度

0100,000 100,000

75,458

目 本年度

100,000
他会計借入金
償 還 金

1

本年度

50,027125,485
公 共 下 水 道
建 設 費

2

前年度 比較

節

計

説 明

区　　分

1 企業債償還金 486,190 518,618 △ 32,428 1 企 業 債 償 還 金 486,190
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Ⅰ　　営業活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益

受取利息及び受取配当金

営業外雑収益

一般会計補助金

長期前受金戻入

支払利息

営業外雑支出

減価償却費

その他損益勘定留保資金

未収金の減少(増加△）

前払金・前払費用の減少(増加△）

貯蔵品の減少（増加△）

その他流動資産の減少(増加△）

引当金の増加(減少△）

その他固定負債の増加(減少△）

未払金・未払費用の増加(減少△）

前受金の増加（減少△）

その他流動負債の増加(減少△）

小計

利息及び配当金の受取額

営業外雑収益

一般会計補助金

過年度損益修正益(損△）

利息の支払額

営業外雑支出

営業外活動に係る未収金の減少

営業外活動に係る未払金・未払費用の増加

営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　　投資活動によるキャッシュ・フロー

長期有価証券の取得による支出

長期有価証券の売却による収入

国庫補助金等の収入

建設改良費

建設改良に係る未収金の減少

建設改良に係る未払金・未払費用の増加

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入

企業債の返済による支出

長期借入金による収入

長期借入金返済による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加(△減少）額

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高

△ 36,854

5,680

670,297

6,100

△ 486,190

0

0

△ 127,061

△ 9,859

200,835

△ 30,029

△ 910

910,310

873,456

0

△ 100,000

△ 580,090

△ 400

△ 1

△ 500,000

△ 175,604

30,029

令和7年度富士見町下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

項　　目 金　　額

364,293

（単位：千円）

0

0

910

15,000

675

0

0

△ 3,113

468,692

0

0

354

0

0

0

2,000

△ 124,882

400

1

500,000

12



1  総　　　括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
賞与引当
金繰入額

計

0 5 81 19,953 9,906 2,849 32,789 6,081

0 5 39 18,265 8,936 2,529 29,769 5,634

0 0 42 1,688 970 320 3,020 447

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当
寒 冷 地
手 当

管 理 職
手 当

児童手当 計

本年度 1,164 546 80 1,000 3,304 2,715 437 0 660 9,906

前年度 1,020 546 169 1,000 2,824 2,324 393 0 660 8,936

比　較 144 0 △ 89 0 480 391 44 0 0 970

2　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

備　考

（1）職員１人当たり給与

（2）初任給

一般会計に同じ

37.20

一　般　職区　　　　　　　分

令和7年4月1日現在

令和6年4月1日現在

332,537

389,027

39.60

304,417

給 与 費 明 細 書

（単位：千円）

区　分

給　　　与　　　費
法定福
利費他

増 減 額

区   分

職　員　数

増減事由別内訳

本年度

前年度

比　較

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

970

0

1,688

0

0

（単位：千円）

手
当
の
内
訳

合　　計

3,467

35,403

38,870

給　　料

手　　当

1,688

970
そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

説　明

人事異動等

人事異動等

3　給料及び手当の状況

359,517

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）

平 均 給 料 月 額 （ 円 ）

平 均 給 与 月 額 （ 円 ）

平 均 年 齢 （ 歳 ）
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（級別の標準的な職務内容）

　　　　　区　　　分

職員数　　　　　（A）(人）

昇給に係る職員数（B）(人）

2号給(人）

4号給(人)

6号給(人）

8号給(人）

2号給(人）

4号給(人)

6号給(人）

8号給(人）

該当なし

6級 0 0.0

6級 0 0.0

区      分

前
年
度 号給数内訳

比率(B)/(A) （％）

比率(B)/(A) （％）

職員数　　　　　（A）(人）

昇給に係る職員数（B）(人）

令和7年4月1日現在

40.0

2級 0 0.0

7級 0

計

0.0

5級 2

5 100.0

20.0

5

3

1級

（6）期末手当・勤勉手当

一般会計に同じ

令和6年4月1日現在

（7）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

一般会計に同じ

（5）特殊勤務手当

5

3

2

100

0.0

3級 2

5

0 0.0

5級 2 40.0

4級 0

（8）その他の手当

一般会計に同じ

構成比（％）職員数（人）級

4級 1 20.0

3級 1 20.0

2級 0 0.0

1級 1

計 5 100.0

2

100

20.0

7級

一般会計に同じ

号給数内訳

一　般　職

5

40.0

本
年
度

（4）昇給

（3）級別職員数

一　般　職

1

14



債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

期　間 金　額 期　間 金　額

水 洗 便 所 等 改 造  町が指定する金融機関

資 金 損 失 補 償  が水洗便所等改造資金

 として、排水設備設置 平成31年度～ 令和7年度～ 限度額の

 義務者に、融資をした 令和6年度 令和13年度 範囲とする

 金額について、金融機

 関に損失が生じた金額

 とする。

下 水 道 管 渠 令和7年度～

用 地 等 賃 借 料 令和8年度

下 水 道 新 設 管 路

測 量 ・ 設 計 業 務

公 共 下 水 道 事 業

計 画 変 更 業 務
9,647 令和6年度 0 9,647 自己資金令和7年度

21,000 令和6年度 0 21,000 自己資金令和7年度

- 自己資金

299 自己資金20099令和6年度

事　　項 限度額 左の財源内訳

前年度までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義 務 発 生 予 定 額
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（単位：千円）

1

(1) 下 水 道 使 用 料 525,729

(2) そ の 他 の 営 業 収 益 210 525,939

2

(1) 管 渠 費 38,388

(2) 処 理 場 費 158,365

(3) 流 域 下 水 道 負 担 金 126,400

(4) 普 及 促 進 費 0

(5) 総 係 費 48,821

(6) 減 価 償 却 費 477,258

(7) 資 産 減 耗 費 15,000

(8) そ の 他 営 業 費 用 46 864,278

営 業 利 益 △ 338,339

3

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,270

(2) 他 会 計 補 助 金 510,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 179,608

(4) 雑 収 益 521

(5) 補 助 金 10,000 701,399

4

(1) 41,217

(2) 報 奨 金 100

(3) 雑 支 出 228 41,545 659,854

経 常 利 益 321,515

当 年 度 純 利 益 321,515

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 0

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 321,515

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

営 業 費 用

　令和6年度富士見町下水道事業予定損益計算書　
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

営 業 収 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

16



（単位：千円）

1

(1)

イ 土 地 149,376

ロ 建 物 861,376

減 価 償 却 累 計 額 532,885 328,491

ハ 構 築 物 20,730,111

減 価 償 却 累 計 額 9,195,402 11,534,709

ニ 機 械 及 び 装 置 1,919,924

減 価 償 却 累 計 額 1,750,516 169,408

ホ 車 両 運 搬 具 3,875

減 価 償 却 累 計 額 3,490 385

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 8,381

減 価 償 却 累 計 額 7,035 1,346

ト 建 設 仮 勘 定 9,850

有 形 固 定 資 産 計 12,193,565

(2)

イ 施 設 利 用 権 193,905

ロ ソ フ ト ウ ェ ア 0

無 形 固 定 資 産 計 193,905

固 定 資 産 合 計 12,387,470

2

(1) 910,310

(2) 109,302

7 109,295

(3) 71

(4) 11,113

(5) 238

流 動 資 産 合 計 1,031,027

資 産 合 計 13,418,497

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産

貯 蔵 品

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

（令和7年3月31日）

　令和6年度富士見町下水道事業予定貸借対照表　
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3

(1)

イ
 1,437,847

(2)

イ
 700,000

(3)

イ 修 繕 引 当 金 81,187

固 定 負 債 合 計 2,219,034

4

(1)

475,139

(2)

100,000

(3) 60,864

(4)

イ 賞 与 引 当 金 2,527

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 517

引 当 金 計 3,044

流 動 負 債 合 計 639,047

5

(1)

イ 国 庫 補 助 金 6,797,864

収 益 化 累 計 額 3,584,146 3,213,718

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 119,324

収 益 化 累 計 額 23,014 96,310

ハ 工 事 負 担 金 201,782

収 益 化 累 計 額 72,182 129,600

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 2,253,046

収 益 化 累 計 額 1,030,187 1,222,859

繰 延 収 益 合 計 4,662,487

負 債 合 計 7,520,568

6 1,102,405

7

(1)

イ 国 庫 補 助 金 17,179

ロ 工 事 負 担 金 89

ハ そ の 他 資 本 剰 余 金 9,377

資 本 剰 余 金 合 計 26,645

(2)

イ 減 債 積 立 金 360,734

ロ 建 設 改 良 積 立 金 116,213

ハ 当年度未処分利益剰余金 4,291,932

利 益 剰 余 金 合 計 4,768,879

剰 余 金 合 計 4,795,524

資 本 合 計 5,897,929

負 債 資 本 合 計 13,418,497

そ の 他 借 入 金

建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

未 払 金

イ

他 会 計 借 入 金
イ

そ の 他 借 入 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

他 会 計 借 入 金

引 当 金
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（単位：千円）

1

(1)

イ 土 地 149,376

ロ 建 物 861,376

減 価 償 却 累 計 額 545,071 316,305

ハ 構 築 物 20,715,111

減 価 償 却 累 計 額 9,612,991 11,102,120

ニ 機 械 及 び 装 置 1,927,202

減 価 償 却 累 計 額 1,767,294 159,908

ホ 車 両 運 搬 具 3,875

減 価 償 却 累 計 額 3,681 194

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 8,381

減 価 償 却 累 計 額 7,273 1,108

ト 建 設 仮 勘 定 120,138

有 形 固 定 資 産 計 11,849,149

(2)

イ 施 設 利 用 権 179,511

ロ ソ フ ト ウ ェ ア 0

無 形 固 定 資 産 計 179,511

固 定 資 産 合 計 12,028,660

2

(1) 873,456

(2) 102,946

20 102,926

(3) 71

(4) 11,113

(5) 238

流 動 資 産 合 計 987,804

資 産 合 計 13,016,464

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

　令和7年度富士見町下水道事業予定貸借対照表　
（令和8年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品
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3

(1)

イ
 1,066,905

(2)

イ
 600,000

(3)

イ 修 繕 引 当 金 81,187

固 定 負 債 合 計 1,748,092

4

(1)

365,991

(2)

100,000

(3) 47,888

(4)

イ 賞 与 引 当 金 2,849

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 537

引 当 金 計 3,386

流 動 負 債 合 計 517,265

5

(1)

イ 国 庫 補 助 金 6,797,864

収 益 化 累 計 額 3,708,245 3,089,619

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 119,324

収 益 化 累 計 額 25,045 94,279

ハ 工 事 負 担 金 201,782

収 益 化 累 計 額 75,554 126,228

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 2,255,046

収 益 化 累 計 額 1,076,287 1,178,759

繰 延 収 益 合 計 4,488,885

負 債 合 計 6,754,242

6 1,102,405

7

(1)

イ 国 庫 補 助 金 17,179

ロ 工 事 負 担 金 89

ハ そ の 他 資 本 剰 余 金 9,377

資 本 剰 余 金 合 計 26,645

(2)

イ 減 債 積 立 金 354,277

ロ 建 設 改 良 積 立 金 53,213

ハ 当年度未処分利益剰余金 4,725,682

利 益 剰 余 金 合 計 5,133,172

剰 余 金 合 計 5,159,817

資 本 合 計 6,262,222

負 債 資 本 合 計 13,016,464

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に充
て る た め の 企 業 債

そ の 他 借 入 金

他 会 計 借 入 金

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債
イ 建設改良費等の財源に充

て る た め の 企 業 債

他 会 計 借 入 金
イ

そ の 他 借 入 金

未 払 金

引 当 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金
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(1) 重要な会計方針に係る事項

① 有価証券の評価基準及び評価方法

・売買目的の債券　…　年度の末日に市場価格等に基づく時価法による。

・満期保有目的の債券　…　償却原価法（定額法）

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　…　先入先出法による原価法

　（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

・定額法。

・主な耐用年数 建物　13～38年

構築物　10～58年

機械及び装置　8～17年

② 無形固定資産

・定額法。なお、自己利用のソフトウェアについては、利用可能期間（5年）に基づいている。

・主な耐用年数 ソフトウェア　5年

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失にそなえ、不納欠損実績率等により回収不能見込額を計上している。

② 退職給付引当金

③ 賞与引当金

④ 法定福利費引当金

⑤ 修繕引当金

　設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、翌事業年度支出見込額を計上している。

⑥ 特別修繕引当金

(4) その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理

(5) 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

① 資金の範囲

　随時引き出し可能な預金及び定期預金

② 重要な非資金取引の内容

・長期前受金

・受贈による資産の取得

(6) 予定貸借対照表に関する注記

① 減価償却累計額に関する事項

・間接法

② 長期前受金収益化累計額に関する事項

・間接法

重要な会計方針に関する注記

　職員の退職手当は、「退職手当負担に関する協定書」に基づき、一般会計がその全額を負担することと
なっているため、退職給付引当金は計上していない。

　職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度
の負担に属する額を計上している。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当事
業年度の費用として処理している。

　設備等に係る修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期修繕の日から当事業年度末まで
の期間に対応する額を計上している。

　職員の法定福利費の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に
属する額を計上している。
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